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歴史的市街地の保存は、近代以降の都市化により人口の集中と建築技術の工業化を背景に都市景観

が画一化している中で、地域固有の歴史・文化を守り、地域の活性化の手がかりとして国際的な関心

を集めている。ただ、近代以降の都市計画や建築技術の工業化には災害の克服という面もあり、実際、

災害に強いと言い難い歴史的建造物からなる市街地では、人口の増加や産業構造の変化といった災害

の被害拡大要因が増加している。このため、歴史的市街地の保存にあたり、災害対策は大きな課題で

ある。第二次世界大戦後、急速に都市化が進んだアジアでは、伝統的な建築技術と近代建築技術の間

で防災安全等には大きな差があり、近代建築技術を暗黙の前提とした近代防災政策では歴史的市街地

の保存と両立する防災対策の適用・実現は困難であった。このような背景から、多くの木造建造物で

構成されるアジアの歴史的市街地では、災害による被害の危険性が高い上に、公設消防からの消防支

援を受ける困難な市街地もある。また、途上発展国の歴史的市街地では、消防インフラや消防体制の

整備が追いついていないまま、観光資源として開発され、歴史的建造物の再利用により災害危険を高

めている。 
本研究では、このような状況にある歴史的市街地に適した防災戦略として、近代化による災害要因

を明らかにした上で、災害被害を軽減するため、住民の共助による災害発生の早期覚知と初期災害対

応体制を中心とした防災対策の枠組みを提示し、その具体的な防災計画手法や必要な技術の内容につ

いて、日本及びカンボジア王国の歴史的市街地の地域防災計画を通じて開発しようとするものである。 
 
第 1 章では、研究背景、目的及び研究対象市街地の特徴について述べている。歴史的市街地の保存

に関する公的制度がある日本、中国、韓国、台湾について制度の内容と制度対象外を含む現存の歴史

的市街地の災害危険の状況を概観し、市街地の歴史的経緯・立地、建築物の特徴等が防災的に見て多

様であることを明らかにしている。そのうえで、歴史的市街地の防災対策に関する既往研究は、個々

の歴史的市街地を対象とする対策事業の報告が大半であり、市街地の条件と地域社会の条件に応じて

適切な防災対策を導出するための方法論の確立が必要であるとして、その構築を本論文の目標として

いる。なお、本論文の具体的な研究対象は、高山市三町、桐生市桐生新町、焼津市花沢集落の三件の

伝統的建造物群保存地区及び奄美市笠利町笠利集落、カンボジア王国シェムリアップ市コロニアル地

区の 5 市街地であり、歴史的市街地としての成立経緯や建造物等の特徴及び防災上の特質からみて、

多様性のある組み合わせであると示した。 
 
第 2 章では、山間集落である焼津市花沢集落を対象として、江戸期から現代に至る集落内外の土地

利用、産業、災害及び公共的防災対策の変遷を調査し、本地区における災害要因の年代的変化とその

背景を分析している。その結果、本地区では近代初期の鉄道整備を背景とする第一次産業の振興を背

景として土地利用が変化し、自然災害対策が講じられた一方で災害要因も多様化したこと、更に高度

成長期以後の人口減少に伴い、災害予防・被害軽減の困難性が増していることなどを明らかにしてい

る。次に、防災体制に関して、人口の減少と高齢化の進行で地区防災の担い手不足や、地域共同体の

弱体化により自主防災に関する組織が減少し、防災体制の主体は公助に依存すること等を明らかにし

た。最後に、①災害危険区域での宅地開発の制限、高い石垣や側溝の配置等の有効性がある伝統的対

策、②住民の自助、近隣と地域共同体からなる村々の共助、地方と中央政府の公的支援となる公助、

この 3 つからなる総合的な防災体制が、様々な災害リスク要因を克服するキーポイントとなることを

明らかにした。本調査は、歴史的市街地の災害要因が、現代に至る市街地内外の開発や社会構造の変

化の影響を強く受けており、保存対象となる歴史的建築物だけで決まるものではないことを具体的に

明らかにしている。この成果は、歴史的市街地の保存のための防災計画にあたって、地域の周辺環境

や社会構造の把握が必要であることを提示した。 
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第 3 章では、歴史的市街地の防火対策上の課題を規定する固定的要因である市街地構成、建造物及

び公設消防施設の状況と過去の火災事例について、対象 5 市街地の実態調査が行われている。その結

果として、まず、商工町の高山三町地区、製織町の桐生新町地区では、火災に脆弱で延焼の危険性が

高く、空き家の増加により早期の火災覚知が遅れる可能性があるといった火災安全上の問題を明らか

にした。また、地区付近の常備消防による迅速な消防支援が望まれる特性も分かった。次に、山間集

落・離島(花沢地区、笠利町笠利地区)では、水害や土砂災害等の多様な災害リスクがある以上に、延焼

の危険性が高いことや、地区内の消防設備・消防水利が足りないこと、更に、常備消防と離れており

迅速な消火が期待できない防災上の問題を明らかにした。次に、カンボジアのコロニアル市街地では、

歴史的建造物の再利用による多様な火災リスク、また地区内の消防活動資源が少なく、公設消防が脆

弱であることがわかった。この結果から、これらの固定的要因は、初期消火に失敗した場合の大規模

火災の発生危険に大きく影響するものの、火災対応の早期化によってその弱点を克服できる可能性が

大きいことを明らかにしている。更に、歴史的市街地の火災被害の軽減には、火災感知通報の早期化

が必須であること、近隣に公設消防施設がない場合には地区住民による初期対応支援が重要であるこ

とが示され、その実現には災害時の共助関係の構築及び一般住民が使用可能な消防機材の整備が重要

であるとしている。本章の成果は、歴史的市街地における大規模火災の発生危険は建造物、消防施設

等の固定的要因に依存するが、建造物の文化的価値を損なわないためには火災対応の早期化が必要で

あることを明らかにし、歴史的市街地の防災計画で設定すべき目標を明確にした。 
 
第 4 章では、歴史的市街地での自主防災の可能性を、対象市街地の居住者の世代構成、防災意識及

び生活実態に関するアンケート調査に基づいて分析している。その結果として、1)商工町の高山三町

地区では、高齢化の進行と店舗化により土日夜間に地区内の人口は低下し、早期火災の覚知が遅れる

可能性があり、不在世帯による火災の対応も困難である。地区に先祖代々住み続けている住民が多く、

相互扶助の習慣がある伝統的地域共同体を維持していると明らかにした。2)製織町の桐生新町地区で

は、昼間時間帯に在宅者が少なく、高齢者のみの世帯が多い。また近隣間の交流頻度が高くなく、火

災時に近隣が火災確認・119 通報の簡単な協力をし、協力意識が高くない近代的近隣関係を持ってい

る地区であると明らかにした。3)山間集落・離島(花沢地区、笠利町笠利地区)：高齢化が進行している

本地区では、在宅人口が少なく、在宅者のうち高齢者・女性が多い平日昼間時間帯に、早期火災の覚

知・鎮圧が困難である。一方、殆どの住民が地区に代々地区に住み続けており、近隣による相互扶助

が見込め、伝統的共同体を維持している地区であることを明らかにした。4)途上発展国のコロニアル

市街地 (シェムリアップ市の歴史的町並み)：夜に無人な店舗が 6 割以上となり、火災の覚知・対応の

早期化が困難である。地区に店舗の入り替えが激しいが、店舗のオーナーや従業員等が火災時に、初

期消火等を含めて協力する意識が高い近代的近隣関係を持っていると明らかにした。このように、住

民の防災意識は、歴史的市街地としての成立要因によって特徴的な差違を生じていること、住民によ

る災害時の共助体制の構築には日常的な面識関係の程度が大きく影響することなどが明らかにされて

いる。この結果から、地域住民の参加を前提とする歴史的市街地の防災対策の効果は住民の面識関係

に依存し、防災戦略の効果や火災による被害の許容範囲は、この面識関係の程度に応じて設定せざる

を得ないとしている。本調査は、日常的な近隣関係が自主防災を軸とした地域防災対策の効果に及ぼ

す影響を具体的に実証した貴重な成果を示した。 
 
第 5 章では、第 3 章、第 4 章の調査結果に基づいて、火災対応の早期化を基本とする歴史的市街地

の防火対策戦略の考え方及びそのための要素技術に必要な性能を提示したうえで、調査対象とされた 5
地区を防災対策上の特徴から分類して、防災計画の基本方針が提示されている。次に、この方針を踏

まえて対象地区において具体的な防災計画手法の検討を行った。その結果として、1)商工町(高山三
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町)：伝統的地域共同体を維持している本地区では、火災信号共有システムにより早期火災の発見と近

隣の対応で火災被害を最小限にする有効性があることを示した。次に、消防団や消防署の支援が少な

く、主に近隣の協力で初期火災を対応する協力程度が高いレベル 3 の初期共助体制の構築が可能であ

ると示した。2)製織町(桐生新町)：手法 1 では、火災信号共有システムの導入により、ぼやの発見と出

火リスクの認識、発報時の近隣の対応等から早期火災覚知を確実することに期待できることを明らか

にした。手法 2 として、火災時に消防署・消防団を主導として要援護者の支援と初期消火を行い、住

民が主に火災の確認・119 番通報等の簡単な共助行動を行う、協力レベルが高くないレベル 1 の初期

共助体制の構築が可能であると示した。3)山間集落・離島(花沢)：伝統的地域共同体を持っている本地

区では、地区での火災による被害を 1 軒以内に抑制するために、手法 1 の火災信号共有システムの構

築、手法 2 である火災時に近隣住民が主に火災の確認、通報、避難の支援、周知を含めた初期火災の

対応する、レベルがやや高いレベル 2 の初期共助体制の構築が可能であると考えている。また手法 3
の B 級可搬式消防ポンプの導入と消防水利の整備計画を提案し、公設消防と住民の協力で盛期火災を

鎮圧する迅速な消火体制の構築を提示した。4)途上発展国の歴史的市街地(シェムリアップ市の歴史的

町並み)：店舗の入り替えが激しいが、協力意識が高い近代的近隣関係を持っている本地区では、延焼

火災を防ぐために、住民による自治防災組織の結成、初期消火や観光客の安全も含めた活動内容の検

討、消防署と自治防災組織の協力により火災を鎮圧する半官半民の消火体制の構築が可能であると考

えられる。以上のように、地域防災計画から見た市街地構成等の条件と住民の条件によって、達成で

きる安全性の水準が異なると考えられる。このような計画内容は、現実に対象地域に提案されたもの

であり、現在、利用可能な技術を用いて既に部分的に事業として実施に移された内容もある。災害時

の住民参加の振興の実践や効果の検証について今後に課題を残しているが、実際に事業化に至ったこ

とは大きな成果である。 
 
第 6 章では、本研究全体の成果が総括されている。本研究は、主として日本及びカンボジアの個々

の歴史的市街地を対象としているが、提示された方法論は、急激な都市の人口集中の中、近代以後に

形成された市街地に囲まれた立地や人口減少が進む集落、観光活用への関心など、近年、世界の多く

の地域で保存が求められている歴史的市街地に共通する防災的課題の解決に有効であることが示され

ている。 
 

以上を要するに、本論文は、日本の歴史的市街地を主たる調査対象としたものではあるが、その成

果は、より普遍的に建築構造の防耐火性能の改良や組織的な消防力の迅速な活用を期待し難い歴史的

市街地の保存に必要な防災計画の立案及び防災技術の開発の指針になるものと評価できる。よって、

建築防災学及び文化財保存の今後の発展に寄与している。
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